
 

 

令和６年度の主な実績（施策及び事業） 

目標を達成するために、施策１について以下のとおり実施。 

 

施策１：広域的な地域公共交通の確保・維持 

■ 事業１－２ 広域的な路線バスの再編・見直しの実施                              

（実施主体：バス事業者、県、市町村） 

   広域路線バス（地域間幹線系統）の確保・維持に向けて、課題の大きい路線を対象として、一定

の利用が見込めること（利便性向上、輸送量の維持等）と、効率的な運行であること（平均乗車密度

の増加等）のバランスがとれた運行内容に再編・見直しを実施します。 

   再編・見直しに当たっては、各路線の現状・課題を踏まえつつ、下記の考え方に基づいて実施しま

す。なお、当施策に基づき実施する事業については、別途作成を予定する利便増進実施計画におい

て、利便増進事業として位置付けるものとします。 

 

→  令和７年２月に県北圏域及び県中・県南圏域において利便増進実施計画を策定し、 

令和７年６月１１日付けで大臣認定を受けた。 

 

 

 地域公共交通利便増進事業の概要 

地域公共交通の利用者の利便を増進するための路線等の編成や事業内容の変更、等間隔運行

や定額乗り放題運賃の設置等を行う事業 

【再編・見直しの基本的な考え方】 

需要の集約化 

○並行・重複する路線等に分散している利用を束ねて集約化する 

○各種送迎バス（病院送迎バス、通学用バス等）を統合することで混乗を推

進する 

○交通拠点で域内交通と接続させる 

利便性の向上 

○広域的な移動需要が見込まれる施設や、住宅地等を経由するルートに見

直して需要を取り込む 

○運行間隔の平準化等により平均待ち時間の短縮や分かりやすさの向上

を図る 

運行の効率化 
○利用の少ない路線・区間を見直して効率化する 

○利用に見合った適正なサービス水準に見直して効率化する 

 

資料３   
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 →  会津鉄道会津線及び只見線の鉄道事業再構築実施計画について、令和７年１月３０日 

付けで大臣認定を受けた。 
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 鉄道事業再構築事業の概要 

大量輸送機関としての鉄道の特性を活かした地域旅客運送サービスの持続可能な提供が困難な

路線（全部又は一部の区間）を対象に、地方公共団体等の支援を受けつつ事業構造の変更を行うと

ともに、利用者利便の確保を図る事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

出典：国土交通省資料 
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目標①県民や来訪者が安心しておでかけできる地域公共交通ネットワークを構築する 

○県民や来訪者等が安心しておでかけできるよう、広域的な移動ニーズに合わせて、地域公共交通

ネットワークを構築するとともに、移動ニーズの変化等に合わせて適切に見直し等を行い、持続可能

な交通サービスを確保・維持します。 

 

【評価指標】 

指 標 計画策定時点 中間値 目標値 備 考 

乗合バスの年間利用

者数 

１４，９１０千人/年 

（令和４年度） 

１５，３４９千人/年 

（令和５年度） 

１６，１４５千人/年 

（令和１２年度） 

 

第三セクター鉄道の

年間利用者数※ 

５６２千人 

（令和４年度） 

６８２千人 

（令和６年度） 

７２７千人 

（令和９年度） 

会津鉄道、

野岩鉄道 

広域路線バス（地域

間幹線系統）に対す

る県の公的負担額 

１５０，５５９千円/年 

（令和５年度） 

１７４，６３８千円/年 

（令和６年度） 

１５２，４３６千円/年 

（令和１２年度） 
 

※第三セクター鉄道の年間利用者については、会津鉄道及び野岩鉄道において経営健全化に関す 

る計画を策定していることから、令和１０年度以降の目標値は、当該計画と整合するよう別途適切な 

時期に検討する。 

 

 目標②様々な移動手段がシームレスにつながり、利用しやすい環境を整える 

○交通モード間やそれぞれの路線間が物理的にも、情報的にもシームレス（継ぎ目なく）につながり、

一体性の高い地域公共交通ネットワークを構築するとともに、誰もが地域公共交通を円滑に利用で

き、安心で快適な利便性の高い利用環境を整えます。 

 

【評価指標】 

指 標 計画策定時点 中間値 目標値 備 考 

利用可能な路線バスにおける

キャッシュレス決済の利用率 
－ － 

９０％以上 

（令和１２年度） 
 

バス事業者及び市町村※１に

おけるオープンデータ化割合 

２０．８％ 

（令和５年１２月） 

２５．０％ 

（令和７年５月） 

１００％ 

（令和１２年度） 
 

鉄道駅のエレベーター設置率 

※２ 

８６．７％ 

（令和５年１２月） 

９３．３％ 

（令和７年５月） 

１００％ 

（令和１２年度） 
 

※１：域内交通（予約型の運行除く）を運行する市町村が対象。 

※２：１日当たりの利用者数３千人以上及び２千人以上３千人未満で移動等円滑化基本構想（基本 

構想）の生活関連施設に位置付けられた鉄道駅が対象。  
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目標③将来にわたり地域公共交通サービスを提供し続けられる運営・運行体制を整える 

○地域公共交通に関わるそれぞれが主体となって、“自分ごと”として地域公共交通を捉える意識づ

くりを進め、安定的に地域公共交通サービスを提供し続けることができる、強固な事業環境を整えま

す。 

 

【評価指標】 

指 標 計画策定時点 中間値 目標値 備 考 

市町村の地域公共交

通計画策定率 

３７．３％ 

（令和５年１２月） 

４４．１％ 

（令和７年５月） 

１００％ 

（令和１２年度） 
 

乗合バスの運行本数に

対する乗務員の充足率 

９１．２％ 

（令和５年７月） 
－ 

１００％ 

（令和１２年度） 
 

 

目標④ 

交通・他分野の様々な主体が連携・協働（共創）して地域公共交通を支える体制をつくる 

○交通事業者間や市町村間との連携及び他分野との連携・協働（共創）を行い、利用者にとって利

便性及び魅力の高い地域公共交通サービスを提供するとともに、県全体で地域公共交通を支える

体制づくりを進めます。 

 

【評価指標】 

指 標 計画策定時点 中間値 目標値 備 考 

広域路線バス（地域間

幹線系統）の収支率※１ 

３７．４％ 

（令和５年度） 

３８．４％ 

（令和６年度） 

４８．４％ 

（令和１２年度） 
 

奥会津地域住民が、ＪＲ

只見線を地域のシンボル

と認識している割合※２ 

－ － 
８０％以上 

（令和９年度） 
 

交通ネットワークや情報

基盤が十分に整備され

た地域に住んでいると回

答した県民の割合 

３１．９％ 

（令和５年度） 
－ 

６６％以上 

（令和１２年度） 
 

※１：避難地域地域間幹線系統を除く。 

※２：奥会津地域住民が、ＪＲ只見線を地域のシンボルと認識している割合については、只見線利活 

用推進協議会において只見線利活用計画を策定していることから、令和１０年度以降の目標値は当 

該計画と整合性を図るよう別途適切な時期に検討する。 
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【参考】 

3－4指標の算出方法と目標値の設定方法 

（１）目標①に関する指標 

【乗合バスの年間利用者数】 

指標の概要 

・県内を運行する乗合バス（路線バス・高速バス）の利用者数を対象として、 各 

事業者の輸送実績を基に年間利用者数を算出します。 

・乗合バス（路線バス・高速バス）の利用者数は、コロナ禍以前の５か年（平成 

２６年度～平成３０年度）の実績に基づくと、令和元年以降約１％の増加率で推 

移する予測でしたが、コロナ禍により大幅に利用者数が減少しています。 

・令和３年度以降、利用者数は増加・回復傾向にありますが、今後も継続して増 

加・回復することを目指し、コロナ禍以前の水準の年１％の増加率を目標にしま 

す。 

算定方法 
バス事業者からの聞き取り（毎年５月） 

※一般乗合旅客自動車運送事業輸送実績報告書に示す数値 

 

 目標値の算出根拠（乗合バス（路線バス・高速バス）の年間利用者数） 

  

コロナ禍以前は約１％の増加率で推移 

14,910 15,827 16,145
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6



 

【第三セクター鉄道の年間利用者数】 

 

指標の概要 

・福島県内を運行する第三セクター鉄道（会津鉄道（株）・野岩鉄道（株））の

年間利用者数の合計を算出します。 

・人口減少が進行する中においても、新型コロナウイルス感染症の影響からの

回復や利活用策を実施し、年間利用者の増加を図ります。 

算定方法 第三セクター鉄道事業者からの聞き取り（毎年５月） 

 

 目標値の算出根拠 

年 度 合 計 

令和２年度（実績） ４４９，７８６人 

令和３年度（実績） ５１５，９３５人 

令和４年度（実績） ５６１，６０１人 

令和６年度 ７６６，７１７人 

 

【広域路線バス（地域間幹線系統）に対する県の公的負担額】 

概 要 

・地域間幹線系統補助金の県の補助実績の総額を算出します。 

・指標「広域路線バス（地域間幹線系統）の収支率」により、平均乗車密度が

向上し、密度カットの影響が緩和されることや、地域公共交通利便増進実施計

画による特例の適用がされた場合は密度カット要件自体が適用外となること

で、県の負担額は増加することが想定されますが、路線の再編・効率化により

系統数が整理されることも予想されるため、令和３年度～令和５年度の３か年

度平均と同程度の補助金を維持することを目標にします。 

※避難地域地域間幹線系統補助を受けて運行する広域路線バスを除く。 

算出方法 地域間幹線系統県補助額実績（毎年１１月） 

 

 目標値の算出根拠 

年 度 県補助額   

令和３年度（実績） １５９，０２５千円   

令和４年度（実績） １４７，７２５千円  直近３か年度の平均１５２，４３６千円 

令和５年度（実績） １５０，５５９千円   
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（２）目標②に関する指標 

【利用可能な路線バスにおけるキャッシュレス決済の利用率】 

指標の概要 

・利用可能な路線バスを対象として、キャッシュレス決済利用率を算出します。 

・キャッシュレス決済の普及を促進し、利用率９０％以上とすることを目標にしま

す。 

算出方法 バス事業者からの聞き取り（随時） 

 

 目標値の算出根拠 

福島県避難地域広域公共交通計画において、キャッシュレス決済利用率９０％以上としていることか

ら、同計画に準じる。 
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【バス事業者及び市町村におけるオープンデータ化割合】 

指標の概要 

・県内の路線バス事業者及び域内交通（予約型の運行を除く）を運行する市

町村におけるＧＴＦＳ－ＪＰデータの作成・オープンデータ化の件数を基に算出し

ます。 

・オープンデータ化を１００％とすることを目標にします。 

算定方法 バス事業者及び市町村への聞き取り（随時） 

 

 目標値の算出根拠（令和７年５月時点） 

圏 域 市町村名 作成状況  圏 域 市町村名 作成状況 

県 北 

福島市 公開済み  

会 津 

会津若松市 未作成 

二本松市 未作成  喜多方市 該当路線無し 

伊達市 公開済み  北塩原村 未作成 

本宮市 作成済み  西会津町 未作成 

桑折町 該当路線無し  磐梯町 該当路線無し 

国見町 該当路線無し  猪苗代町 該当路線無し 

大玉村 未作成  会津坂下町 該当路線無し 

川俣町 該当路線無し  湯川村 該当路線無し 

県 中 

郡山市 該当路線無し  柳津町 未作成 

須賀川市 公開済み  三島町 未作成 

田村市 該当路線無し  金山町 該当路線無し 

鏡石町 該当路線無し  昭和村 未作成 

天栄村 該当路線無し  会津美里町 該当路線無し 

石川町 該当路線無し  

南会津 

下郷町 該当路線無し 

玉川村 該当路線無し  檜枝岐村 該当路線無し 

平田村 該当路線無し  只見町 公開済み 

浅川町 該当路線無し  南会津町 未作成 

古殿町 該当路線無し  

相 双 

相馬市 該当路線無し 

三春町 公開済み  南相馬市 未作成 

小野町 該当路線無し  広野町 未作成 

県 南 

白河市 作成済み  楢葉町 未作成 

西郷村 該当路線無し  富岡町 未作成 

泉崎村 該当路線無し  川内村 未作成 

中島村 該当路線無し  大熊町 未作成 

矢吹町 該当路線無し  浪江町 該当路線無し 

棚倉町 該当路線無し  双葉町 未作成 

矢祭町 該当路線無し  葛尾村 該当路線無し 

塙町 該当路線無し  新地町 該当路線無し 

鮫川村 公開済み  飯舘村 該当路線無し 

  いわき いわき市 該当路線無し 

オープンデータ化率（６／２４） ２５．０％ 

※定時定路線型の乗合バス・タクシーを対象としており、ＧＴＦＳデータの作成ができない予約型交通を 

除く。 

※ＧＴＦＳデータの作成は受託交通事業者が作成する場合も含む。  
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事業者名 作成状況 

福島交通（株） 公開済み 

会津乗合自動車（株） 公開済み 

新常磐交通（株） 公開済み 

ＪＲバス東北（株） 作成済み 

ＪＲバス関東（株） 未作成 

東北アクセス（株） 未作成 

 

【鉄道駅のエレベーター設置率】 

指標の概況 

・１日当たりの利用者数３千人以上及び２千人以上３千人未満で基本構想の

生活関連施設に位置付けられた鉄道駅を対象とし、エレベーターの設置有無

により設置率を算出します。 

・対象の駅においては、エレベーターの設置率を１００％とすることを目標にしま

す。 

算定方法 市町村への聞き取り（随時） 

 

 目標値の算出根拠 

№ 駅 名 令和４年度利用者数 エレベーター設置の有無 

１ 郡山駅 ２８，６２０人 有 

２ 福島駅 ２６，３６４人 有 

３ いわき駅 ９，３２４人 有 

４ 新白河駅 ４，８１４人 有 

５ 安積永盛駅 ４，６５４人 無 

６ 金谷川駅 ４，６０６人 有 

７ 泉駅 ４，０２２人 有 

８ 会津若松駅 ３，９２８人 有 

９ 須賀川駅 ３，７７４人 有 

１０ 湯本駅 ３，１６４人 有 

１１ 二本松駅 ２，６４４人 有 

１２ 南福島駅 ３，０４０人 有 

１３ 植田駅 ３，０２２人 有 

１４ 本宮駅 ２，７４４人 有 

１５ 相馬駅 ２，０１８人 有 

設置率（１４／１５） ９３．３％ 

  

10



 

（３）目標③に関する指標 

【市町村の地域公共交通計画策定率】 

指標の概要 

・地域交通法に基づく地域公共交通計画を策定する市町村数の割合を算出し

ます。 

・地域公共交通計画策定に係る支援等を実施し、市町村の計画策定率１００ 

％とすることを目標にします。 

算定方法 市町村からの聞き取り（毎年５月） 

  

 目標値の算出根拠（令和７年５月時点） 

圏 域 市町村名 策定状況  圏 域 市町村名 策定状況 

県 北 

福島市 策定済み  

会 津 

会津若松市 策定済み 

二本松市 策定済み  喜多方市 策定済み 

伊達市 策定済み  北塩原村 策定済み 

本宮市 策定済み  西会津町 未策定 

桑折町 未策定  磐梯町 未策定 

国見町 未策定  猪苗代町 未策定 

大玉村 策定済み  会津坂下町 未策定 

川俣町 計画期間満了  湯川村 未策定 

県 中 

郡山市 策定済み  柳津町 未策定 

須賀川市 策定済み  三島町 未策定 

田村市 策定済み  金山町 未策定 

鏡石町 未策定  昭和村 策定済み 

天栄村 未策定  会津美里町 策定済み 

石川町 策定済み  

南会津 

下郷町 未策定 

玉川村 策定済み  檜枝岐村 未策定 

平田村 未策定  只見町 未策定 

浅川町 未策定  南会津町 策定済み 

古殿町 未策定  

相 双 

相馬市 未策定 

三春町 策定済み  南相馬市 計画期間満了 

小野町 策定済み  広野町 未策定 

県 南 

白河市 策定済み  楢葉町 策定済み 

西郷村 策定済み  富岡町 策定済み 

泉崎村 未策定  川内村 未策定 

中島村 未策定  大熊町 未策定 

矢吹町 策定済み  浪江町 未策定 

棚倉町 計画期間満了  双葉町 未策定 

矢祭町 未策定  葛尾村 未策定 

塙町 策定済み  新地町 未策定 

鮫川村 策定済み  飯舘村 未策定 

    いわき いわき市 策定済み 

策定率（２６／５９）  ４４．１％ 
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【乗合バスの運行本数に対する乗務員の充足率】 

指標の概要 

・ バス事業者に対する調査を行い、調査時点での乗務員数とバスの運行本数

を維持するために必要となる乗務員数を確認し、充足率を算出します。 

・ バスの運行本数を維持するために必要となる乗務員の充足率１００％とする

ことを目標にします。 

算定方法 バス事業者への聞き取り（随時） 

 

 目標値の算出根拠（乗務員の充足率） 

令和５年７月時点の乗務員数 令和６年４月時点で必要な乗務員数 充足率 

９２２人 １，０１１人 ９１．２％ 
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（４）目標④に関する指標 

【広域路線バス（地域間幹線系統）の収支率】 

指標の概要 

・ 地域公共交通確保維持事業の地域間幹線系統補助を受けて運行する広域

路線バスの収入額を運行経費で除して算出します。 

・ 人口減少が進展する中においても、利便性向上や効率的なダイヤ編成によ

り、地域間幹線系統が輸送量１５人／日を達成することを目標にします。 

※現時点で輸送量１５人／日を達成している系統は現状維持。下回る系統は

１５人／日として算出。 

※避難地域地域間幹線系統補助を受けて運行する広域路線バスを除く。 

算定方法 地域間幹線系統補助実績（例年１１月） 

 

 目標値の算出根拠（広域路線バス（地域間幹線系統）の収支率） 

年 度 収支率 

令和５年度（実績） ３７．４％ 

令和１２年度 ４８．４％ 

 

【奥会津地域住民が、ＪＲ只見線を地域のシンボルと認識している割合】 

指標の概要 

・ 奥会津地域（柳津町・三島町・金山町・只見町の４町）住民がＪＲ只見線を

地域のシンボルと認識している割合を算出します。 

・ 地域の象徴や誇らしさの対象として只見線が認識される、また、只見線の存

在が心の拠り所となり、暮らしの中の安心感につながるといった、地域住民の

精神的支柱や心の支え（誇らしさ）となる価値を高めることを目指します。 

算定方法 奥会津地域住民アンケート調査（予定） 

 

 目標値の算出根拠 

年 度 ＪＲ只見線を地域のシンボルと認識していると回答した割合 

令和５年度（実績） － 

令和９年度 ８０％以上 
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【交通ネットワークや情報基盤が十分に整備された地域に住んでいると回答した県民の割合】 

指標の概要 

・ 交通ネットワークや情報基盤が十分に整備されたと回答した県民の割合を

算出します。 

・ 交通事業者や市町村との連携等を行い、利用者にとって利便性が高く、魅

力の高い地域公共交通サービスを提供することを目指します。 

算定方法 県政世論調査（毎年１０月～１１月頃） 

 

 目標値の算出根拠 

年 度 「はい」または「どちらかと言えば「はい」」と回答した割合 

令和５年度（実績） ３１．９％ 

令和１０年度 ５９．５％ 

令和１２年度 ６６．０％以上 
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